
様式例（法第 28 条第 1 項関係「前事業年度の事業報告書」）

令和７年度事業報告書

令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

特定非営利活動法人フュージョン社会力創造パートナーズ

１ 事業の成果

（１）福島県から茨城県への避難者支援

令和７年度は、令和５年度から継続して、パルシステムの「東京電力福島第一原子力発電所事故被

災者応援金」を獲得し、東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所事故の影響で、福島県から主に茨

城県南地域（つくば市、美浦村、土浦市、阿見町、牛久市等）、鹿行地域（鹿嶋市）に避難されてい

る方の戸別訪問活動、交流会活動を行った。

ほとんどの避難者が避難先に移住されることを踏まえ、避難先の魅力について知るとともに、避難

者同士、又は、避難者と支援者を繋ぐことで、地域で避難者を見守るセーフティネット作りを、県南

地域や鹿行地域で面的にも行った。特に交流会では、２回の交流会に延 50 名が参加した。

（２）つくば市から社会力コーディネーター養成講座を受託

令和７年度は、令和３年度から継続して、つくば市教育局生涯学習推進課から「社会力コーディネ

ーター養成講座実践編ステージアップ版」を受託し、つくば市民が将来的に地域で社会力コーディネ

ーターになるために学ぶ講座をつくば市と協働して５回実施した。今年度は「人が集まる講座作り」

をテーマに行い、参加者は 40 代～60 代が多く、将来的に地域での活動を模索されている方々であっ

た。なお、この５年間の社会力講座の回数は 24 回となった。

２ 事業の実施に関する事項

(1) 特定非営利活動に係る事業

事 業 名

(定款に記載

した事業)

具体的な

事業内容

(A)当該事業の

実施日時

(B)当該事業の

実施場所

(C)従事者の人数

(D)受益対象

者の範囲

(E)人数

事業費の金額

（単位：千円）

地域活性化支

援事業

・原発避難者に対

する戸別訪問活動

を行った。

(A)４月１日から随時行っ

た。

(B)避難者のお宅

(C)３人

(D)福島県から

茨城県への

避難者

(E)延１２世帯

２６０千円

地域活性化支

援事業

・原発避難者に対

する交流会を行っ

た。

(A)①いちご狩り交流会 in

つくば：２月２１日、②

いちご狩り交流会 in 鉾

田：３月４日

(B)①つくばねファーム、②

深作農園（鉾田市）

(C)２人

(D)福島県から

茨城県への

避難者

(E)延５０人

１５０千円

教育支援事業 ・つくば市社会力

コーディネーター

養成講座実践編ス

テージアップ版の

(A)①６月２５日、②８月２

７日、③１０月２９日、

④１２月１７日、⑤２月

２５日

(D)つくば市民

(E)延１３５人

６４９千円



企画運営を行っ

た。

(B)つくば市役所

(C)３人

（備考）

１ ２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにして記載

する。

２ ２(2)には、定款上「その他の事業」に関する事項を定めているものの、当該事業年度にその他の事

業を実施しなかった場合、「実施しなかった」と記載する。


